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10 トップマネジメント

15
行政評価
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財政運営・予算編成

80 総合計画 監査
5

バランスシート
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人事制度
30 60 10

10 情報公開･住民参加

アンケート全体の点数配分

ＰＤＳサイク
ルのSEEに
あたる

リーダーシップの型とマネ
ジメント組織の整合性

ＰＤＳサイク
ルのPLANに
あたる

行政評価・財政運営・予算編
成、バランスシート、人事制度
の４つをＰＤＳサイクルのDO
と位置づけている

システム全体とし
ての透明度



総合計画

15 10 50 5 10 10
問１ 問３ 問５ 問９ 問１１

60
1)　0 1)　60 1)　20 1)　30 1)　20
2)　20 2)　80 2)　60 2)　100 2)　40
3)　60 3)　100 3)　100 25 3)　80 現
4)　100 60 40 4)　100 物

問６ 問７ 問１０ 評
価

問２ 問４
40 60

1)　20 1)　60 問８
2)　80 2)　80
3)　100 3)　100 1)　0

2)　20
3)　100 15

問６ 問７ 問１０

1)　0 1)　10
2)　20 2)　20
3)　 1)　30 3)　60

2)　40 4)　50
3)　70 5)　100
4)　90

4)　 1)　40
2)　60
3)　80
4)　100
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総合計画が政
策指針として有
効に機能してい
るか

総合計画策定
における首長
のリーダーシッ
プ

総合計画に対す
る財政的裏付け
の有無

総合計画にお
ける人口推計
の客観性

総合計画策定
における住民
参加

総合計画の進
捗状況のについ
ての住民への情
報開示

総合計画と、予
算・出納・決算上
の事業との間の
事業区分の整合
性の有無

総合計画に具体的な達
成目標を明示している
か、またそれに即して
進捗状況が常時把握で
きるようなシステムがで
きているか



総合計画 （現物評価）

10 10 10 10 10 10 10 10

政令指
定都
市：行
政区ご
との計
画が示
されて
いる

○）　１００ ○）　１００ ○）　１００ ○）　１００ ○）　１００ ○）　１００ ○）　１００ ◎）　１００
△）　　６０ △）　　６０ △）　　６０ △）　　６０ △）　　６０ △）　　６０ ×）　　　０ ○）　　８０
×）　　　０ ×）　　　０ ×）　　　０ ×）　　　０ ×）　　　０ ×）　　　０ △）　　５０

×）　　　０

施策体系が
明示されて
いる

デザインが
優れている

○）　１００

20

計画の修正
について明
記している
（この項目は
総合計画の
み）

住民との協
働について
触れられて
いる

財政的な裏
付けを持た
せることが
明記されて
いる

WEB上で総
合計画（ま
たはその要
約版）が公
開されてい
る

全市の計
画だけで
はなく、地
域ごと（地
区ごと）の
計画が示
されている

分野別計画
が示されて
いる

総合計画
（実施計画）
に目標値が
示されてい
る

△）　　６０
×）　　　０



行政評価

60 40
問１３ 問１４

問２０
1)　40 1)　0
2)　60 2)　50 1)　20
3)　80 3)　100 2)　30
4)　100 3)　50

4)　80
5)　100

25 50 25
問１２
1)　0

40 30 30 2)　10
問１５ 問１６ 問１７ 3)　60

4)　60 問１３・１４ 問２０
1)　20 1)　0 1)　20 5)　100 20 25 50 50
2)　60 2)　40 2)　60 問２１ 問２１ 問２２
3)　60 3)　100 3)　100 問１５・１６・１７ 問２２
4)　100 60 問２３ 1)　20 1)　0 60

50 2)　60 2)　50
問１８・１９ 3)　60 3)　100

20 問２４ 4)　100
25 問２３

40
1)　0
2)　１０0

問１８

1)　20 問２４
2)　60
3)　60 1)　20
4)　 問１９ 2)　40

1)　70 3)　100
2)　80
3)　100

行政評価（政策
評価または事務
事業評価）の実
施の有無

事務事業評
価の内容の
精緻さ

行政評価実施の目
的の明確さ、予算や
計画への影響

投資的経費
への評価の
実施やその
内容

行政評価
の庁内浸
透度

行政評価に対
する住民への
情報公開、議会
との意思疎通

行政評価に
対する第三
者評価



財政運営・予算編成

40 60
問２８ 問２９ 問３１ 問３３

67 67
1)　0 1)　0 1)　10 1)　0
2)　40 2)　100 2)　60 2)　40
3)　100 3)　100 3)　100 3)　100

問３２ 問３４
問２６ 33 33

1)　10 1)　0
1)　10 2)　50 2)　20
2)　40 3)　100 3)　50
3)　70 4)　100
4)　100

10
60 40 問２８ 問２９ 問３０

問２５
1)　0 1)　0
2)　10 問２６ 2)　50
3)　60 40 30 3)　100

90 4)　100 問２７ 60 40
問３１ 問３３

40 問３２ 問３４ 問３６
60

問２７ 問３７ 問３６ 1)　0
20 2)　10

1)　10 10 3)　30
2)　70 問３５・問３８ 4)　80
3)　100 10 5)　100

問３７ 60 40
問３５ 問３８

1)　0
2)　10 1)　0 1)　0
3)　60 2)　50 2)　60
4)　100 3)　100 3)　100

6030
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計画（政策方針）と
予算編成の整合性

政策運営とし
ての予算編成
方針の明確化

行政評価と
予算編成の
整合性

将来コスト
の把握

歳入見通し
の透明性

予算編成の
弾力性

予算編成プロセ
スの透明性



バランスシート

30 30
問３９

1)　0
2)　10
3)　60 問４０ 問４１
4)　100

1)　30 1)　0
2)　70 2)　20
3)　100 3)　 問４２

1)　30
2)　40
3)　70
4)　100

40

�����������������������������������
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バランスシート
の作成と活用

バランスシートの
議会と住民への
公表

負債総額の包
括的な把握に
努めているか

債務償還能
力の把握に努
めているか



監査制度

20 30 30 20
問４３ 問４４ 問４５

1)　0 1)　30 1)　0 現
2)　10 2)　50 2)　20 物

3)　100 3)　50 評
4)　100 4)　100 価

0 40 40 20
問４３ 問４４ 問４５

3)　 1)　30 1)　0 現
2)　50 2)　20 物
3)　100 3)　50 評

4)　100 価

外部監査が義務づけ
られている自治体

外部監査が義務づけ
られていない自治体

外部監査
実施の有
無

内部監査
の内容の
充実

監査結果
の行財政
運営への
反映



監査制度 （現物評価）

40 40 20

◎）　１００ ◎）　１００ ＹＥＳ）　１００
○）　　８０ ○）　　８０ 　ＮＯ）　　　０
△）　　５０ △）　　５０
×）　　　０ ×）　　　０

WEB上で一部ないしは
全部が公表されている

全体的に記述量が多
く、詳細に分析されて
いる

合規性の問題だけで
なく、行政運営のあり
方に踏みこんでいる



人事制度・人事評価

50 25 25
問４６ 問４７ 問５４

問４６　問４７　問５４ 1)　0 1)　0 1)　0
2)　80 2)　60 2)　50 100

30 3)　100 3)　100 3)　100 問４８

1)　0
2)　40

問４８ 問４９ 3)　70
5 4)　100

問４９　 1)　0
問５０ 20 2)　10

問５０
問５１

問５２ 20 3) 1)　60
2)　40 問５１

問５７ 5 4)　 1)　100 1)　0
2)　70

問５６ 5 問５２

問５５ 2)　 1)　10
10 2)　50

問５３ 5 3)　 1)　40
2)　80

4)　 1)　60
100 100 100 100 2)　100

問５３ 問５５ 問５６ 問５７

1)　0 1)　0 1)　0 1)　0
2)　30 2)　70 2)　50 2)　30
3)　70 3)　50 3)　90 3)　60
4)　100 4)　100 4)　100 4)　90

5)　100

人事配置と業務量との
間のバランス

人事評価基準の公表

成果主義に基づく人事
評価の導入

職務・職責に応じた
ミッションの明確化

職員提案制度の導入

希望降格制度

人事評価における自己
評価の導入

管理職のマネジメント
能力の開発
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情報公開・住民参加
40 40 20

問５８ 問５９ 問６４

問５８ 問５９ 問６４ 1)　0 1)　20 1)　100
2)　30 2)　100 2)　60

20 3)　100 3)　10

70 30
問６０ 問６１ 問６０ 問６１

10 1)　0 1)　0
100 2)　10 2)　10

問６２ 3)　50 3)　50
問６２ 4)　80 4)　80

10 1)　0 5)　100 5)　100
2)　70

問６５ 問６６ 問６７ 3)　100 50 25 25
20 問６５ 問６６ 問６７

1)　10０ 1)　0 1)　0
2)　50 2)　40 2)　20

3)　100
3)　0

問６８ 問６３
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 10 20 20 10 20 20 40

25 問６８ 問６８ 問６８ 問６８ 問６８ 問６８ 問６３
① ② ③ ④ ⑤ ⑥

1)　100 1)　100 1)　100 1)　100 1)　100 1)　100 1)　100
2)　0 2)　0 2)　0 2)　0 2)　0 2)　0 2)　60
3)　10 3)　10 3)　10 3)　10 3)　10 3)　10 3)　10

問６９ 問７０
広聴制度の運用 5 50 50

問６９ 問７０
5
5 1)　0 1)　0

2)　10 2)　10
3)　50 3)　50
4)　100 4)　60

5)　100

情報開示への姿
勢（積極性）

議会に関する情
報開示

まちづくり条例
の整備

市民参加条例に関する現物評価
自治基本条例・まちづくり条例に関する現物評価

住民やＮＰＯの
行政への参加
（参画）

行政手続き条例
の運営

条例に対する評
価
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条例に関する現物評価の基準

まちづくり・協働の理念が明記されている

理念に基づいて市民の権利が明記されている

理念に基づいて市民の義務が明記されている

理念に基づいて議会の責務が明記されている

狭域における自治の推進が明記されている

情報公開の推進、説明責任の徹底に対する規定がある

環境問題への市民の寄与について規定がある

文化活動への市民の寄与についての規定がある

行財政運営のあり方についての規範規定がある

近隣自治体との連携を促す規定がある

まちづくり基本条例が他の条例に優先する規定がある

まちづくり基本条例の期限を切った見直し条項がある

住民参加条例に関する評価ポイント
市民参加の理念が謳われている

市長に市民参加を促す義務があることが明記されている

市の政策決定についてのパブリックコメントの規定がある

市の政策形成に関する市民の参加を促している

市民参加を促す仕組みがある・規定されている

市における会議・審議会等についての公開義務を明記している

市における会議・審議会等についての公募委員の参加を促している

住民投票の規定がある

住民参加条例の期限を切った見直し条項がある

評点の決定

　2)単純加算が０点なら評点は０、１点なら１、２点なら２、３～４点は３、５～６点は4、７点以上は５とした

自治基本条例・まちづくり条例に関する評価ポイント

　1)複数の条例で同じ項目に１点がついている場合には、１点としてカウントした



トップマネジメント

0 50 50
問７１ 問７４ 問７５

1) 1)　０ 1)　0
2)　60 2)　70
3)　100 3)　100

0 50 50
問７１ 問７４ 問７５

２） 1)　０ 1)　0 50
３） 2)　60 2)　70

3)　100 3)　100

問７２ 問７３

1)  40 1)  40 50
2) 100 2) 100
3)  10 3)  10

分権型ないしは集権型との並列の
マネジメント

集権型マネジメント

首長のマ
ネジメント
の類型

職員のマネ
ジメント能力
向上に努め
るか

職員の政策
運営能力の
向上に努め
るか

予算編成で事業担当部局の裁量性を
高める意思決定の分権化をめざす

人事編成で事業担当部局の裁量性を高
める意思決定の分権化をめざす


